
平成２１年度小金井市一般会計決算概要 

 

平成２１年度の行財政運営は、根幹となる市税収入の一部に増が見られたものの、

依然として低迷する経済情勢等により利子割交付金、配当割交付金等の税連動交付金

及び地方譲与税が大幅な減となるなど、引き続き厳しい財政環境の中にありましたが、

「行財政改革の実行」、「政策の計画的推進」、「限られた財源の重点的かつ効果的配

分」、「自律した行政経営」を基本としつつ、実施事業の「選択と集中」とにより、実

施計画に盛り込まれた施策の着実な実現化を図るなど、さらなる市民サービスの充実

と市民満足度の向上に努めました。また、国や都と歩調を合わせた景気・雇用対策に

も配慮しつつ、将来の財政需要に備えて各種基金への積み立ても図りました。 

このような状況の下、歳入面では、固定資産税が前年度収入実績を上回る等により

市税収入は、約４，０００万円の増となりました。また、国庫支出金の市街地再開発

事業補助金が減、定額給付金給付事業費補助金が皆減となりましたが、都支出金の市

町村土木費補助金及び繰越金が大幅な伸びとなったこと等により、歳入総額は、前年

度決算額を上回りました。 

一方、歳出面では、武蔵小金井駅南口再開発事業関連経費の減等により投資的経費

は、約７億９，０００万円の減となりましたが、定額給付金支給事業等により補助費

等は、約１４億５，０００万円の大幅な増となりました。また、積立金は、財政調整

基金、職員退職手当基金、環境基金等へ約１２億２，０００万円を積み立てました。 

これらの結果、歳入及び歳出決算額ともに本市決算史上最大の規模となりました。 

平成２１年度の予算規模は、当初予算３５０億３，７００万円に８回の補正予算２

０億８，２２４万９千円、繰越事業費繰越財源充当額１８億１９０万２千円を加え、

総額３８９億２，１１５万１千円となりました。これに対する決算額は、歳入総額が

３８８億１，１９９万５千円で前年度対比０．３％の増、歳出総額は、３７２億３，

１６２万４千円で前年度対比３．８％の増となりました。その結果、形式収支は１５

億８，０３７万１千円で翌年度への繰越財源３，５３０万６千円を差し引いた実質収

支は１５億４，５０６万５千円、前年度対比４億４，９５５万４千円の増となりまし

た。なお、実質収支比率は、７．１％で前年度対比２．２ポイントの増となりました。 

 

歳入の主な内容は、次のとおりです。 

① 市税は、１９９億４，０６５万５千円で前年度対比０．２％の増となりました。

この主な要因は、個人市民税及び法人市民税が景気後退等により、また、市たばこ



税が健康志向の影響等によりそれぞれ減となりましたが、固定資産税が土地の評価

替え等により増となったことによるものです。なお、収入率は９５．４％で前年度

対比０．５ポイントの減となりました。 

② 地方譲与税は、１億８，９３２万円で前年度対比７．９％の減となりました。 

③ 利子割交付金は、１億５，９６１万７千円で前年度対比２２．１％の減となりま

した。 

④ 配当割交付金は、４，８３２万６千円で前年度対比１９．１％の減となりました。 

⑤ 株式等譲渡所得割交付金は、２，０４８万３千円で前年度対比２．２％の減とな

りました。 

⑥ 地方消費税交付金は、１０億６，７６４万６千円で前年度対比６．５％の増とな

りました。 

⑦ 自動車取得税交付金は、９，６８３万２千円で前年度対比５２．６％の減となり

ました。 

⑧ 地方特例交付金は、２億７９８万６千円で前年度対比１．５％の減となりました。 

⑨ 地方交付税は、５，９６１万９千円で前年度対比１．６％の増となりました。 

⑩ 交通安全対策特別交付金は、１，４１８万７千円で前年度対比１．２％の減とな

りました。 

⑪ 分担金及び負担金は、２億６，２３８万６千円で前年度対比１．６％の増となり

ました。この主な要因は、保育所運営費保護者負担金が３１１万６千円の増となっ

たことによるものです。 

⑫ 使用料及び手数料は、９億７，４７１万３千円で前年度対比８．５％の減となり

ました。この主な要因は、指定管理者制度導入に伴い、総合体育館使用料が３，１

６３万７千円、栗山公園健康運動センター使用料が１，４６９万１千円それぞれ皆

減となったことによるものです。 

⑬ 国庫支出金は、３５億７，３９１万４千円で前年度対比３６．１％の減となりま

した。この主な要因は、生活保護費負担金が１億３，９２５万８千円の増、地域活

性化・公共投資臨時交付金が１億７，４４４万円、地域活性化・経済危機対策臨時

交付金が１億７，０８２万６千円それぞれ皆増となりましたが、市街地再開発事業

補助金が１０億１，６００万円の減、定額給付金給付事業費補助金が１６億６，２

４４万８千円の皆減となったことによるものです。 

⑭ 都支出金は、４７億３６８万７千円で前年度対比１２．３％の増となりました。

この主な要因は、東京都市街地再開発事業補助金が５億８００万円の減となりまし



たが、市町村土木費補助金が４億６，３１０万９千円、主要地方道１５号線整備事

業委託金が２億６，４８０万３千円それぞれ増となったことによるものです。 

⑮ 財産収入は、６，１０５万７千円で前年度対比２４．２％の減となりました。こ

の主な要因は、土地売払収入が１，０２９万３千円の減となったことによるもので

す。 

⑯ 寄附金は、１億４，０５９万９千円で前年度対比５．７％の増となりました。こ

の主な要因は、みどりのまちづくり協力金が１，３６０万円の皆増となったことに

よるものです。 

⑰ 繰入金は、１１億８０万９千円で前年度対比１４．５％の減となりました。この

主な要因は、鉄道線増立体化整備基金繰入金が５，０００万円の増となりましたが、

都市再開発整備基金繰入金が１億５，０００万円、職員退職手当基金繰入金が１億

４，６００万円それぞれ減となったことによるものです。 

⑱ 諸収入は、３億７，３６１万３千円で前年度対比３．６％の増となりました。こ

の主な要因は、可燃・不燃ごみ有価物売払収入が５，３７７万１千円の減、障害者

福祉センター自立支援給付事業費分が６，４２７万円の皆減となりましたが、東京

都十一市競輪事業組合益金が２，０００万円の増、二枚橋衛生組合解散に伴う精算

金が６，８２７万２千円、東京都市長会家具転倒防止器具助成事業助成金が１，８

６９万４千円それぞれ皆増となったことによるものです。 

⑲ 市債は、２９億７，１８０万円で前年度対比１３．８％の増となりました。この

主な要因は、景気が低迷する中にあっても、市民サービスの維持・増進を図るため

の臨時財政対策債の発行が４億円の増となったことによるものです。 

 

次に歳出ですが、執行率は９５．７％で不用額は、前年度対比２億４，０８９万

７千円減の１４億８，６７１万２千円となりました。 

歳出を、性質別分類（普通会計ベース）から見た主な内容は、次のとおりです。 

① 義務的経費は、１５７億７，００５万５千円で前年度対比０．７％の減となりま

した。この主な要因は、扶助費が５６億４，０４３万３千円で３億１，９７９万３

千円、６．０％の増となったものの、人件費が７４億６，９４８万５千円で４億１，

４３１万２千円、５．３％の減、公債費が２６億６，０１３万７千円で２，１９２

万１千円、０．８％の減となったことによるものです。 

②  投資的経費は、５２億１，７０２万８千円で前年度対比１３．２％の減となり、

歳出決算総額に対する構成比は１４．０％となりました。この主な要因は、東小金



井駅北口土地区画整理事業関連経費が６億９，２８４万４千円、主要地方道１５号

線用地取得費及び物件補償費が２億６，３４４万５千円それぞれ増となり、また、

ＪＲ中央本線まちづくり側道整備事業用地取得費が９億１，６８４万６千円、さわ

らび・まえはら学童保育所建替工事が１億８，９００万円それぞれ皆増となりまし

たが、武蔵小金井駅南口再開発事業関連経費が２０億５，０７４万円、都市計画道

路３・４・１２号線整備事業関連経費が１億１９０万２千円それぞれ減となり、ま

た、小中学校校舎耐震補強工事が７億４，５６０万５千円、中間処理場事務所棟等

新築工事が１億２３５万５千円それぞれ皆減となったことによるものです。 

③ 物件費は、５７億３，８８０万４千円で前年度対比６．５％の増となりました。

この主な要因は、家庭系一般廃棄物収集袋作製等管理委託料が２，８５３万９千円

の減となりましたが、小中学校校務用・教育用パーソナルコンピュータ購入費が８，

１５８万５千円、可燃ごみ運搬・処理委託料（事業系）が７，３９２万３千円、緊

急雇用創出事業関連経費が７，１２４万６千円、小中学校テレビ（地上デジタル放

送対応）購入費が６，２０８万円、定額給付金給付事業委託料が３，２２１万７千

円それぞれ皆増となったことによるものです。 

④ 補助費等は、５６億９，０８９万９千円で前年度対比３４．３％の増となりまし

た。この主な要因は、可燃ごみ処理委託料が１億１０７万５千円、二枚橋衛生組合

分担金が６，８３２万８千円、市税等還付金及び還付加算金が４，０７２万６千円

それぞれ減となりましたが、定額給付金が１６億３，５９４万円、子育て応援特別

手当が４，５２８万８千円、定額給付金国庫補助金返還金が４，１７６万３千円そ

れぞれ皆増となったことによるものです。 

⑤ 繰出金は、３４億３，３０３万６千円で前年度対比９．２％の増となりました。

国民健康保険特別会計繰出金は１１億７１５万２千円で４４．６％の増、下水道事

業特別会計繰出金は６億９２１万９千円で１５．５％の減、老人保健医療特別会計

繰出金は５１８万９千円で９０．１％の減、介護保険特別会計繰出金は９億１１７

万４千円で１．６％の減、後期高齢者医療特別会計繰出金は８億１，０３０万２千

円で１７．８％の増となりました。 

⑥ 積立金は、１２億１，９７２万４千円で前年度対比１８．７％の増となりました。

この主な要因は、鉄道線増立体化整備基金積立金が１億６，５００万円の増となっ

たことによるものです。 

 

次に、代表的な財政指標を見ますと、 



① 実質収支比率は、７．１％で前年度対比２．２ポイントの増となりました。 

② 経常収支比率は、９３．４％で前年度対比３．１ポイントの減となりました。 

③ 人件費比率は、２０．１％で前年度対比１．９ポイントの減となりました。 

④ 投資的経費比率は、１４．０％で前年度対比２．８ポイントの減となりました。 

⑤ 公債費比率は、７．３％で前年度対比０．３ポイントの減となりました。 

⑥ 財政力指数は、１．１５８で前年度対比０．０１ポイントの増となりました。 

 

本市の行財政改革のメルクマール（進捗を確認するための基準）とされている人件

費比率は、１．９ポイント減の２０．１％となり３年連続でベスト数値を更新しまし

た。定額給付金、まちづくり関連経費等分母となる歳出総額の増も要因の一つではあ

りますが、分子となる人件費総体も、職員数及び退職手当の減等により、平成２０年

度に引き続き約４億１，４００万円の大幅な減となりました。 

そして財政構造の弾力性等質的改善のメルクマールである経常収支比率も９６．

５％から９３．４％に、また、分母から臨時財政対策債等の特例債を除いた場合でも

１００．８％から９９．５％となり、平成１８年度以来３年ぶりの減尐となりました。

その主な要因は、算定式の分母となる経常一般財源等が、個人市民税等は減尐したも

のの臨時財政対策債の増等により約２億８，３００万円増加した一方で、分子となる

経常経費充当一般財源等は、扶助費が約１億１００万円増加したものの人件費が約３

億４，８００万円、繰出金が約９，６００万円それぞれ減尐したことによるものです。 

景気は、着実に持ち直してきていると見込まれていますが、本市の行財政運営は、

尐子高齢化の中で福祉関連経費の自然増が見込まれていることに加えて、最重要課題

である新ごみ処理施設の建設、武蔵小金井、東小金井両駅の周辺整備、施設の計画的

整備等、多額の財源を必要とする課題も山積しており、今後とも厳しい状況が続くこ

とは明らかです。 

こうした中で、「義務付け・枠付け」の見直しや国庫補助金の「一括交付金化」を

含む「地域主権戦略大綱」の策定により、新たな地域主権改革の推進が見込まれてい

る今日、将来的にも持続可能な自律した行財政基盤の確立を図っていくためには、不

断の行財政改革はもとより、その一方で、市民自治の観点からも「市民協働」、「公民

連携」等を行財政運営の基本としていくことも求められています。 

今後においても、財政規律を緩めることなく複雑・多様化する市民要望の維持・増

進に努めていくことは当然のこと、併せて将来の世代への負担の先送りとなる臨時財

政対策債の発行抑制にも留意しながら、市民満足度の一層の向上に努めてまいります。 


